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Topics 
 種別協等総会 

●子ども・子育て支援新制度施行後中間年に向けて一層の取組みを推進～全国保育協議会第 2 回協議員総

会 

●障害福祉施策対応、権利擁護・虐待防止、サービスの質の向上に向けた取組みの推進を図る～全国身体障

害者施設協議会第 2回協議員総会 

●地域共生社会の実現に向けた法人経営確立の取組みなど平成 29 年度事業計画を決定～全国社会福祉

法人経営者協議会第 3回協議員総会 

●社会福祉関係者・社会からの認知向上に向けて～日本福祉施設士会第 2回代議員会 

●無料低額診療事業実施状況調査の結果を踏まえ、無料低額診療事業のさらなる充実、促進等を図る～全

国福祉医療施設協議会第 3回協議員総会 

●国の施策に先んじたセンターの実践を収集、共有し各地の取組強化を図る～全国地域包括・在宅介護支援セ

ンター協議会第 2回委員総会 
 

 障害者支援施設の今後の方向性等について学ぶ～経営セミナー 
 

 社会的養護施設を退所した児童の支援の全国的ネットワーク構築～平成 28 年度 退所児童等支援事業

全国セミナー 
 

 保育実践の振りかえりと評価の活かし方～保育の質を高める自己評価・第三者評価セミナー 
 

 「社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針」が改正～福祉サービスの

質の向上推進委員会 苦情相談体制･研修部会 
 

 こころ豊かに、希望をもって 高齢社会を生きる～平成 28年度ふくし映像レポート制作・配信開始 
 

 全社協職員人事異動 
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■ 種別協等総会 

 

 子ども・子育て支援新制度施行後中間年に向けて一層の取組

みを推進～全国保育協議会第 2回協議員総会 
 

全国保育協議会（会長 万田 康）は、3月13日、平成28年

度第 2 回協議員総会を開催しました。平成 28 年度収支補正

予算、平成 29 年度事業計画・収支予算に係る議案審議が行

われ、原案どおりに承認されました。 

また、併せて、平成29年度会議・大会・研修会及び役員改選

日程ならびに、全国保育士会の事業（平成28年度収支補正予

算、平成29年度事業計画・収支予算）について報告がされまし

た。 

 

 

【平成 29年度事業計画 重点事項】 

1. 子ども・子育て支援新制度施行後、第 1 期の中間年における各種の動向を

ふまえ、社会の要請や地域のニーズへ対応した会員による保育の取り組みを

支援する。 

 

2. 『全国保育協議会 会員の実態調査 2016』の調査結果や、都道府県・指定

都市保育組織を通じて得られる保育現場からの意見を、全国組織としての提

言に盛り込んでいく。 

 

3. 保育に携わる者の質の向上に向けた研修事業の充実と、会報『ぜんほきょう』

を通じた情報の提供等、会員への一層の支援をすすめる。 

 

4. 子育て関係者および広く国民や地域社会にむけて、保育所・認定こども園等

が行っている養護と教育が一体となった「保育」の機能・役割とともに、社会へ

のさまざまな貢献活動について理解を広げる取り組みをすすめる。 

 

5. 被災地における保育への継続的な支援と、災害時における安全・安心な保

育の構築にむけた取り組みをすすめる。 

 

あいさつを述べる万

田会長 
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6. 都道府県・指定都市保育組織実態調査で得た保育組織からのニーズ等をふ

まえ、今後の全保協の組織力強化を検討する。 

 

 

 

 障害福祉施策対応、権利擁護・虐待防止、サービスの質の向

上に向けた取組みの推進を図る～全国身体障害者施設協議

会第 2回協議員総会 
 

全国身体障害者施設協議会（会長 日野 博愛／以下、身障協）は、3 月 15 日に

第2回協議員総会を開催し、平成28年度補正予算(案)、平成29年度事業計画(案)・

予算(案)、平成 30 年度障害保健福祉関連制度改善・予算要望(案)が承認されました。 

冒頭の日野会長の挨拶では、

「平成 30 年 4 月は大きなターニン

グポイントとなり、平成 29 年度の 1

年間は、障害関連施策の制度改

正に向けて加速し、大変に重要か

つ大きな意味をもつ年となると考え

ている」と述べられ、身障協が直面する 7 つの課題（改正障害者総合支援法への対応、

社会福祉法人制度改革への対応、平成 30 年度報酬改定への対応、障害者支援施

設における権利擁護・虐待防止、身障協組織のあり方検討、防犯・防災対策、コミュニ

ティケアの実現）に対し、取組んでいくことが伝えられました。 

平成29年度事業計画については、「身障協が行う障害者支援」「利用者の視点、職

員の視点、事業者の視点」「コミュニティケアの実現」の 3 点を基本的考えに据え、とく

に「『適切なケア』によるサービスの質の向上に向けた取組み」「障害福祉を取り巻く施

策への対応」「コミュニティケアの推進に向けた障害者支援施設のあり方の検討」を事

業の重点として取組んでいくこととなりました。 

 

 

 

 

 

 

 

あいさつを述べる日野会長(右から二人目) 
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 地域共生社会の実現に向けた法人経営確立の取組みなど平

成 29 年度事業計画を決定～全国社会福祉法人経営者協

議会第 3回協議員総会 
 

全国社会福祉法人経営者協議会（会長 磯 彰格）で

は、平成 28 年度、社会福祉法人制度見直しに向けた詳

細検討に対する提言や、全都道府県での前・後期 2 回の

セミナー開催をはじめ、制度見直しへの正しい理解と円滑

な対応に資するため、会員法人向けの各種解説資料や経

営支援ツールを開発・提供してきました。 

改正社会福祉法が全面施行される平成 29 年度は、各

法人が法人制度改革への対応を確実に行うとともに、地

域の福祉ニーズに向き合い、事業・活動を展開していくこ

とにより、地域共生社会の実現に資することが必要と考えています。 

3 月 16 日に開催した平成 28 年度第 3 回協議員総会では、地域共生社会の実現

に向けた法人経営確立の取組みや、報酬改定等への対応、福祉人材の確保・定着・

育成等を柱とする 7 つの事業重点のもと、平成 29 年度事業計画及び予算を決定しま

した。 

社会福祉法人を会員とする全国組織として、ブロック協議会や都道府県経営協と連

携し、会員法人に対する経営支援強化に向けた取組みを積極的に展開していくことと

しています。 

 

 

 社会福祉関係者・社会からの認知向上に向けて～日本福祉

施設士会第 2回代議員会 
 

日本福祉施設士会（会長 髙橋 紘）は、3 月 13 日、平成 28 年度第 2 回代議員会

を開催し、平成 28 年度第一次補正予算、平成 29 年度事業計画ならびに予算を承認

しました。 

平成 29 年度事業では、「福祉施設士」

実践向上プロジェクトとして、会員による実

践事例の収集と発信を進め、また、全社

協・社会福祉施設協議会連絡会他、各種

別協議会事業との連携をとおして、福祉

総会で答弁する磯彰格会長 

当日の様子 
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施設士資格について社会福祉法人・施設関係者の理解促進と社会からの認知向上

に取組みます。 

 

 

 無料低額診療事業実施状況調査の結果を踏まえ、無料低額

診療事業のさらなる充実、促進等を図る～全国福祉医療施

設協議会第 3回協議員総会 
 

全国福祉医療施設協議会（会長 桑名 斉）は、3 月 23 日に第 3 回協議員総会を

開催し、平成 28 年度補正予算（案）の承認に続き、平成 29 年度事業計画（案）及び

平成 29 年度予算（案）を上程し、原案のとおり決定しました。 

桑名会長は、今後の事業推進のためにもスピード感のある行

動を心がけていきたいと述べ、総会では平成 29 年度事業の進

め方等について活発な議論が行われました。 

平成 29 年度は、これまでの無料低額診療事業実施状況調

査の結果を踏まえ、無料低額診療事業のさらなる充実、促進等

に向けて、本会としての取組みを強化していくこととしています。 

 

 

 

 

 

 国の施策に先んじたセンターの実践を収集、共有し各地の取

組強化を図る～全国地域包括・在宅介護支援センター協議

会第 2回委員総会 
 

全国地域包括・在宅介護支援センター協議会では、3 月 10 日、平成 28 年度第 2

回委員総会を開催し、平成 28 年度補正予算案、平成 29 年度事業計画案及び予算

案等を審議しました。 

本会では平成 29 年度、介護保険制度改正等も見据えつつ、平成 28 年度にとりま

とめた、センターの役割や事業の進め方の提案、センター職員に必要な知識等と研修

のあり方の提案等について組織展開するとともに、国の施策に先んじたセンターの実

践を収集、共有することで各地の取組みの強化を図ることとしました。 

開会あいさつを行う

桑名会長 
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また、本会を全社協の種別協議会に位置づけていくなど、組織強化に向けた取組

みについて、各都道府県・指定都市地域包括・在宅介護支援センター協議会の意見

を丁寧にうかがいながら検討していくことを決定しました。 

さらに、会員拡大に向けた取組みを推進するための強化方策を決定し、都道府県・

指定都市協議会、ブロック、全国の各段階で具体的な取組みを進めることとなりました。 

 

 

■ 障害者支援施設の今後の方向性等について学ぶ～経営セミ

ナー 

 

全国身体障害者施設協議会（会長 日野 博愛／以下、身障協）では、3月14～15

日、標記セミナーを開催し、全国から参集した 271 名の会員施設関係者等がともに研

鑽と交流を図りました。 

セミナー1 日目は、本会 日野会長の基調報告から始まり、平成 29 年度に身障協

が直面する「平成30年度障害福祉サービス等報酬改定に向けた対応」や「権利擁護・

虐待防止の取組みの徹底」等の課題、それに向けた取組みについて説明がありまし

た。その後、厚生労働省 石垣 武彦 福祉基盤課長による社会福祉法人制度改革に

向けた対応に関する行政説明、厚生労働省 内山 博之 障害福祉課長による障害

保健福祉施策の動向に関する行政説明をいただきました。 

さらに、本会権利擁護特別委員会 白江 

浩委員長と同委員会 川島 志保委員（川

島法律事務所弁護士）によるトークセッショ

ンが行われ、これまで権利擁護特別委員

会で議論してきた現場職員・当事者の意見

をはじめ、障害者支援施設の権利擁護・虐

待防止のさらなる推進に向けた取組みに

対する様々な示唆をいただきました。 

セミナー2 日目は、本会 田原 薫副会長より第三者評価の受審に向けた取組みに

関する講義が行われ、第三者評価受審の意義や受審による「適切なケア」の推進につ

いて説明がありました。その後「障害者支援施設における職員の育成定着に関する労

務管理」と題したシンポジウムを開催し、本会研修・全国大会委員会 川田 功二委員

長の進行のもと、平松朗務事務所 平松 和子所長、本会 眞下 宗司副会長、誠光

園 武石 直人施設長により施設における人事管理や人材育成・定着に関し、キャリア

アップシステムや施設職員交換研修等を含む先駆的な取組みの報告を交えながら議

論が行われました。 

トークセッションの様子：左 白江浩氏、右 川

島志保氏 
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■ 社会的養護施設を退所した児童の支援の全国的ネットワーク

構築～平成28年度 退所児童等支援事業全国セミナー 

 

平成 28 年度より全社協は、社会的養護施設を退所した児童の支援の全国的ネット

ワークの構築に向けて、「全国退所児童等支援事業連絡会」を立ち上げました。 

今年度は、全国的な実態把握のため、アンケート調査とヒアリング調査を実施しまし

た。その結果からみえてきた課題と社会的養護施設等の取組みについて、広く関係者

と共有することを目的に、3 月 10 日、256 名の参加者を得てセミナーを開催しました。 

はじめに、厚生労働省 雇用均等・児童家庭局 家庭福祉課 寺澤 潔司 課長補

佐より、児童福祉法の改正や社会的養護施設退所児童の支援に係る施策の動向を

お話しいただき、続いて全社協児童福祉部より、本セミナーのねらい、今年度実施し

た調査から読み取れる課題について、説明しました。 

連続報告では、乳児院、里親、ファミリーホーム、児童家庭支援センター、母子生活

支援施設、情緒障害児短期治療施設、児童自立支援施設における退所児童支援に

関する取組みについてそれぞれご報告いただきました。 

調査にご協力いただいた愛知淑徳大学 谷口 純世教授、ルーテル学院大学 秋

貞 由美子専任講師から、施設や里親の取組みのなかで、インケアから退所・委託解

除を見通した支援、退所児童に関する支援とは何か、職員が共通意識をもつことの重

要性が指摘されました。また、施設等で支援を完結させるのではなく、事例検討などを

積み重ねることで新たなネットワークを醸成していく取組みや施設の外に協力者、頼

れる人を作っていくことで、より重層的なネットワークをつくることができるのではないか、

との課題整理がありました。 

続く、実践報告「18 歳からの自立を考える」

では、退所児童支援のうち、就労支援に係る

取組みに焦点化してご報告いただきました。

退所児童の就労支援を行う NPO 法人フェア

スタートサポート 永岡 鉄平 氏からは、法人

の取組実績を報告しつつ、実際の事例を用

いて施設利用時からの丁寧な関わりが職場

定着に奏功している状況をご報告いただきま

した。自立援助ホーム鳥取スマイル 田村 

崇 氏からは、法人全体で関係している部署が関わっている「就労支援連絡会議」とい

う仕組みと、事例による協働の実際についてご報告いただきました。経堂憩いの家 

松木 良介 氏からは自立援助ホームを利用・退所する児童の状況と就労支援を進め

実践報告「18 歳からの自立を考える」：左

から永岡鉄平氏、田村崇氏、松木良介氏 
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ていく上での課題等についてご報告いただきました。これらの報告を受けて参加者か

らは、連絡が取れない子どもへの対応や支援のなかで困難に感じたこと、関係機関と

の連携状況の質問があり、それらの回答などを踏まえ、まとめにつなげました。連続報

告同様、谷口氏、秋貞氏により、退所児童支援の取組みはまだまだこれから展開が期

待できること、資源の量・質などで支援の内容に差が出ることのないように、全国的な

取組みとしていかなければならないこと、そのためにも地域の中で一緒にこの支援に

取組もうという「応援団」を作っていく必要があること、また、SOS を出すことができない

子どももいて、支援の必要性が潜在化していると考えられることや、当事者の声をしっ

かり受け止めて、支援のあり方を考えていく必要があること、といったまとめがありました。 

 

 

■ 保育実践の振りかえりと評価の活かし方～保育の質を高める

自己評価・第三者評価セミナー 

 

福祉サービス第三者評価事業の全国推進組織である全社協は、保育所における

保育実践の振りかえり（自己評価）と第三者評価を活用した保育の「質」の向上を目的

とするセミナー（3月 20日、於：全社協）を開催しました。全国の保育所や認定こども園

の施設長、主任保育士、主幹保育教諭等、87 名が参加しました。 

「量」と「質」の両面から子どもの育ちと子育てを社会全体で支える「子ども・子育て支

援新制度」の施行から約 2 年が経過しました。国では「緊急待機児童解消」のための

施策の拡充や平成 30 年度に向けて、保育の質のさらなる向上に向けた保育所保育

指針の改定が進められます。 

そうした背景には、保育の社会的な必要性がより高まり、子どもの健やかな発達を保

障する環境とともに、課題を抱える子どもと保護者への支援のために保育士等の高い

専門性が求められています。 

すべての保育所では、自らの保育実践についての評価と改善に取組むこととし、平

成 27 年度から 5 カ年をかけて第三者評価の受審を図ることが目標とされています。 

本セミナーでは、子ども・子育て支援をめぐる施策の動向とともに、保育現場の実践

課題と目指すべき保育に関する講義（大阪総合保育大学 教授 大方 美香 氏）など

をもとに、保育の「質」の向上の取組みにおいて自己評価と第三者評価を活用する意

義について理解と共有を図りました。 

また、評価機関・評価調査者の講師（岩手県社協 事務局次長 右京 昌久 氏、

NPO 法人 福祉経営ネットワーク 常任理事・事務局長 岡田 賢宏 氏）により、第三

者評価基準を活用した自己評価の演習（個人ワークとグループ協議）を実施しました。

それぞれの保育所での自己評価を実施する際のポイントや工夫、また、これらをもとに
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した第三者評価の受審の効果などについて、理解を深めるきっかけとなりました。 

参加者からは、演習などを通じて自己評価の重要性と実践方法が理解できたとの

意見とともに、第三者評価は保育現場の気づきや意識向上につながることが理解でき、

前向きにとらえられるようになった、などの意見が寄せられました。 

 

 

■ 「社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解

決の仕組みの指針」が改正～福祉サービスの質の向上推進委

員会 苦情相談体制･研修部会 

 

3 月 21 日、福祉サービスの質の向上推進委員会 苦情相談体制･研修部会（部会

長：立教大学教授 平野 方昭 氏）を開催し、福祉施設・事業所向けの「福祉サービ

スの質の向上に向けた取組みの手引き（仮称）」作成及び、運営適正化委員会のマ

ニュアル「都道府県運営適正化委員会 事務局の実務」改定に関する協議を行いまし

た。 

部会では、運営適正化委員会事業の円滑な運営及び、苦情解決を通じた福祉施

設・事業所の福祉サービスの質の向上推進のための支援に向けて検討を行い、平成

12 年に厚生労働省より通知された「運営適正化委員会における福祉サービスに関す

る苦情解決事業について」、「社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦

情解決の仕組みの指針について」の改正等を厚生労働省に提案していました。 

本会の提案並びに社会福祉法の改正等を踏まえ、3 月 7 日に改正通知が厚生労

働省より発出されました。社会福祉法第 82 条において「社会福祉事業の経営者は、

常に、その提供する福祉サービスについて、利用者等からの苦情の適切な解決に努

めなければならない」とされていますが、「苦情解決の仕組みの指針」の改正通知にお

いても、あらためて「自ら提供するサービスから生じた苦情について、自ら適切な対応

を行うことは、社会福祉事業者の重要な責務である」ことが明記されました。事業者は

「苦情への適切な対応は自らの責務である」との自覚のもと、権利擁護と福祉サービス

の質の向上に向けて、利用者等からの要望・意見や苦情を受け止め、組織として適切

かつ迅速に対応するとともに、苦情解決状況の公表の取組みを進めることが求められ

ています。 

利用者の苦情を活かした福祉サービスの質の向上の支援に向けて、今般の通知改

正を踏まえながら、引き続き委員会において検討を続けていきます。 
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■ こころ豊かに、希望をもって 高齢社会を生きる～平成28年度

ふくし映像レポート制作・配信開始 
 

全社協広報室では、高齢になっても地域で豊かな生

活を送るための住民同士の支え合いや福祉専門職の取

組み、さらには、まちづくりの取組み等について多くの人

に知っていただき、全国的な取組みの促進に資すること

を目的として、平成 28 年度ふくし映像レポート「こころ豊

かに、希望をもって高齢社会を生きる」を制作・配信しま

した。 

本映像レポートでは、3カ所の社会福祉協議会(板橋区

社協／立川市社協／山形市社協)を中心に、それぞれ

の地域特性を踏まえた取組みを紹介し、住み慣れた地

域で生き生きと暮らし続けるために、福祉専門職や住民

同士がどのように関わり合いを築いていくべきか。また、と

もに生きる豊かな社会の実現のための地域コミュニティ・まちづくりはいかにあるべきか

等について考察するものです。 

本映像レポートは、下記URLよりご覧いただけます。そのほか、DVDを作成し、3月

末に都道府県・指定都市社協にお送りしています。全国の福祉関係者はもちろんのこ

と、一般・学生の方々にもぜひご覧いただきたく、会議や研修会・セミナーでの上映に

ご活用ください。 

 

 

 

◇「こころ豊かに、希望をもって 高齢社会を生きる」 

                        （再生時間：19分50秒） 

 

https://youtu.be/1pS_RF1fn0c 

 

 

 

 

 

 

 

クリックすると画像が拡大します 

（本映像は上記のＵＲＬまたは、Youtube にて 

「全社協広報室」と検索しても視聴可能です。） 

https://youtu.be/1pS_RF1fn0c
http://zseisaku.net/ActionReport/H28_dvd.pdf
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■全社協職員人事異動 
 

 平成 29年 4月 1日付けの事務局長、部・所長は、下記のとおりである。 

 

＜平成 29年度 全社協 事務局長、各部・所長名簿＞ 

職  名 氏  名 備  考 

事務局長 

総務部長 

総務部経理室部長 

政策企画部長 

地域福祉部長兼全国ボランティ

ア・市民活動振興センター所長 

民生部長 

法人振興部長 

高年・障害福祉部長 

児童福祉部長 

国際部長 

出版部長 

中央福祉人材センター所長 

中央福祉学院事務長 

野 崎 吉 康 

古 田 清 美 

中 山 広 二 

笹 尾   勝 

高 橋 良 太 

 

池 上   実 

松 島 紀 由 

佐 川 英 雄 

佐 甲   学 

古 田 清 美 

加 藤 英 三 

黒 沢 正 俊 

酒 井 健 治 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

兼任 

 

 

 

  

【問合せ先：総務部 TEL 03-3581-7851】 
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■ 平成 29年度政府予算成立【3月 27日】 

参議院本会議にて、平成 29 年度総予算 3案が可決、成立した。 

http://www.sangiin.go.jp/japanese/ugoki/h29/170327-1.html 

 
 
 

 

■ 第 14 回 児童虐待対応における司法関与及び特別養子縁組制度の利用促進の

在り方に関する検討会【3月 13日】 
 
児童福祉法及び児童虐待防止等に関する法律の一部を改正する法律案について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000155267.html 

 

■ 「生活困窮者自立支援のあり方に関する論点整理」の公表【3月 17 日】 

生活困窮者自立支援のあり方に関する論点整理のとりまとめの公表。この論点整理

を踏まえ、今後、社会保障審議会に部会を設置して生活困窮者自立支援のあり方に

ついて検討を深めていく予定。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000155576.html 

 

■ 平成 27 年度 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律

に基づく対応状況等に関する調査結果【3月 21日】 
 
平成 27 年度対応状況等についての調査結果とりまとめの公表。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000155598.html 

※ 政策の動きや審議会等の会議情報、厚生労働省新着情報等をお知らせします。 

 

 

 

 

 

詳細につきましては、全社協・政策委員

会サイト内「社会保障・福祉政策の動向

と対応」をご覧ください。 

http://zseisaku.net/ 
 

社会保障・福祉政策情報 

厚生労働省新着情報より 

政策動向 

http://www.sangiin.go.jp/japanese/ugoki/h29/170327-1.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000155267.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000155576.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000155598.html
http://zseisaku.net/
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■ 第 7 回地域における住民主体の課題解決力強化・相談支援体制の在り方に関する

検討会（地域力強化検討会）【3月 22日】 
 
地域福祉(支援)計画における、各分野横断的に共通して取組むべき事項や住民の

参加・協働を進めるための方策、地域福祉のための民間資金づくりの方策等に関する

議論。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000156307.html 

 

■ 平成 27 年度「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律

に基づく対応状況等に関する調査」の結果及び養介護施設従事者等による高齢者

虐待の状況等を踏まえた対応の強化について（通知）【3月 23日】 
 
上記調査結果をうけた、高齢者虐待の実態の把握へのさらなる取組や関係者等へ

の研修等による対応力の強化、高齢者権利擁護等推進事業の活用等、高齢者虐待

防止に向けた体制整備の充実・強化等に関する通知。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000156208.html 

 

■ 特別養護老人ホームの入所申込者の状況【3月 27日】 

入所待機者は、36.6 万人(2016 年 4 月)で、前回調査(2013 年 10 月)の約 52 万人

から大きく減少。厚生労働省は、2015 年 4 月の入所者を中重度に限定する制度改正

が原因とみている。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000157884.html 

 

■ 第 10回社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会【3月 28日】 

介護人材の機能とキャリアパスの実現や社会福祉士に求められる役割等について

の論点整理。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000158085.html 

 

■ 第 15回 児童虐待対応における司法関与及び特別養子縁組制度の利用促進の

在り方に関する検討会【3月 28日】 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000156307.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000156208.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000157884.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000158085.html


 

14  

 
特別養子縁組制度の利用促進の在り方に関する案をもとにした意見交換。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000158072.html 

 

■ 平成 28年度介護従事者処遇状況等調査結果【3月 30日】 

平成 28 年度における、介護職員処遇改善加算の取得状況、介護従事者等の平均

給与額等の状況、給与等の引き上げ以外の処遇改善状況等に関する調査結果 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/kaigo/jyujisya/17/index.html 

 

 

  

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000158072.html
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/kaigo/jyujisya/17/index.html
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全社協の新刊・月刊誌 

 

出版部で発売した図書と月刊誌の特集をご案内いたします。いずれの書籍も読者

の関心が高いテーマや重要な課題をとりあげています。関係者皆様への周知にご協

力くださるようお願いいたします。 

 

 

 

<新刊図書> 

●『社会福祉施設経営管理論 2017』 

(浦野 正男 編著) 
 

施設長をはじめとする管理者が社会福祉施設を

経営するうえで知っておきたい法制度、サービス提

供管理、人事・労務管理、情報管理などについて解

説し、2016年版に最新情報を追加した最新版テキス

トです。各分野の専門家が執筆し、事例を多くとりあ

げているので、具体的でわかりやすく経営管理の基

礎を学べます。 

 

(3 月発行 定価本体 2,400 円税別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図書・雑誌 
詳細につきましては、出版部ホームページをご覧く

ださい。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/ 

(↑画像をクリックすると図書購入
ページにジャンプします) 
 
 
 

https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2893&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2893&_class=070101&_category=ISBN978-4-7935-1236-0
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●『気づく かかわる つなげる』 

(全国社会福祉協議会 子どもと保護者の支援ガイ  

ドブック作成検討委員会 編) 
 

本書は、保育所・認定こども園等で働く新任の保

育者等に向け、保育所・認定こども園等において、

子育てをはじめとした生活全般における悩みを自ら

伝えることができずに抱え込んでしまう保護者や、日

常の保育の場面で感じる子どもや保護者の違和感・

ちょっとした変化に「気づいて、かかわり、（支援に）

つなげる」ことを目的に実際の事例をもとにわかりや

すくまとめたガイドブックです。 

支援を行ううえでは、保護者とのコミュニケーショ

ン、信頼関係の構築が重要です。第 1 章では、必要

な支援に早期につなげられるよう、子どもと保護者へ

の具体的なかかわり方、留意点などを、6 つの実践

事例をもとに解説しています。子どもや保護者の変

化に気づき、かかわり（支援）、つなぐ（連携）うえでの

ポイントを整理し、解説を加えています。  

第 2 章では、総論として、児童虐待防止の現状と課題、保育所等の役割等につい

て解説し、併せて関連資料も掲載しています。  

児童相談所における虐待相談対応件数が 10 万件を超え、保育所等における早期

発見、未然防止の取組みが一層期待されています。早期発見と支援に向けて、日常

の保育場面における小さな違和感を確認できるよう、携行していただくなど、本書をぜ

ひお役立てください。 

 

(3 月発行 定価本体 800 円税別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(↑画像をクリックすると図書購入
ページにジャンプします) 
 
 
 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2898&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2898&_class=060101&_category=978-4-7935-1237-7 C2036
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●特集「サービス担当者会議へのかかわり方」 

『ふれあいケア』4 月号 

利用者・家族・サービス事業者が参加するサービ

ス担当者会議は、単にケアマネジャーがケアプラン

を説明するだけでなく、関係者が協議してアセスメン

トする重要な場です。 

サービス担当者会議において、介護職員は自ら

の知識や経験、さらにはアセスメント能力を発揮し、

積極的な発言ができているでしょうか。 

ケアマネジャーが果たすべきマネジメント機能を

補完し、利用者本位のサービスが提供できるよう、

サービス担当者会議において介護職員はどのように

臨むべきかを考えます。 

（3 月 21 日発売 定価本体 971 円税別） 

 

 

 

●特集「平成 28年度『全国厚生労働関係 

部局長会議』から」 

『生活と福祉』3月号 

本号の特集は、1 月 19～20 日に開催された平成

28 年度 全国厚生労働関係部局長会議から、「開催

挨拶」「社会・援護局」「障害保健福祉部」の行政説

明の要旨について掲載しています。 

「生活保護最前線」では、宮崎県宮崎市自立支援

センター「これから」における就労のステップアップ支

援の取組みについて紹介しています。ぜひご一読く

ださい。 

（3 月 21 日発売 定価本体 386 円税別） 

 

【問合せ先：出版部 TEL 03-3581-9511】 

 
 

＜レポート送付先＞ 

本レポートは、報道関係者、都道府県・指定都市社協、種別協議会等協議

員、政策委員会委員、本会理事・評議員の方々にお送りしています。 

(↑画像をクリックすると図書購入
ページにジャンプします) 

(↑画像をクリックすると図書購入
ページにジャンプします) 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2897&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2897&_class=120101&_category=17807
https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2896&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2896&_class=120101&_category=05595

